
平成２７年度 第９回理事会

日 時 平成２７年１２月１８日（金） １６：００～１７：００

場 所 林木育種センター 小会議室（日立市）

Ⅰ．議 題

１ 役職員給与規程の一部改正について

２ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定に向けた検討体制に

ついて

Ⅱ．報 告

１ 不適正な経理処理に係る調査委員会の最終報告について

２ 早期退職者の募集について

３ 森林保険センター統合リスク管理委員会の開催について

４ 平成２７年度賃金交渉の結果について

５ 次期中長期目標、計画策定に係るスケジュールについて

６ 台風被害に係る森林保険の対応について

７ 水源林造成事業地における台風被害の概要

８ シンポジウム「スギにおける分子育種の幕開け」の開催結果について

９ シンポジウム「山火事跡地の緑の再生」の開催結果について

１０ 平成２６年度決算検査報告説明会後の取組状況について

１１ その他



資 料

Ⅰ－１ 役職員給与規程の一部改正について

Ⅰ－２ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定に向けた検討体制

について

Ⅱ－２ 早期退職者の募集について

Ⅱ－３ 森林保険センター統合リスク管理委員会の開催について

Ⅱ－５ 次期中長期目標、計画策定に係るスケジュール

Ⅱ－６ 台風被害に係る森林保険の対応について

Ⅱ－７ 水源林造成事業地における台風被害の概要

Ⅱ－８ シンポジウム「スギにおける分子育種の幕開け」の開催結果

について

Ⅱ－９ シンポジウム「山火事跡地の緑の再生」の開催結果について



理 事 会 資 料

平成２７年１２月１８日

職員給与規程の一部改正について（案）

１．給与規程の改正について
平成２７年１２月４日定例閣議において、「公務員の給与改定に関する取扱いについ

て」が閣議決定され、国家公務員の給与について人事院勧告が完全実施されることと

なったところである。

当法人においても、人事院勧告に準じた内容で労働組合に給与改定等を提案し、賃

金改定交渉において妥結したことから、その内容を踏まえて、職員給与規程の一部改

正を行うこととする。

２．改正の主な概要

（１）俸給表の改定

①一般職員俸給表

改定率平均１．６％引下げ。１級初任給は２，５００円引上げ。若年層についても

同程度の引上げ。５級、６級に号俸を増設。

②その他の俸給表

一般職員俸給表との均衡を基本に改定。技術専門職俸給表４級に号俸を増

設。

③平成２７年１２月３１日に受けていた俸給月額に達しない職員については、激変緩

和のため平成３０年３月３１日までの経過措置。

（２）地域手当支給割合の改正

平成２７年度は経過措置あり 平成２７年度の支給割合

１級地 １００分の２０ １００分の１８.５

２級地 １００分の１６ １００分の１５

３級地 １００分の１５ １００分の１４

４級地 １００分の１２ １００分の１０.５

５級地 １００分の１０ １００分の１０、１００分の９

６級地 １００分の ６ １００分の６、１００分の５

７級地 １００分の ３ １００分の３、１００分の２

（３）広域異動手当の支給割合の改正

平成２７年度は経過措置あり 平成２７年度の支給割合

３００ｋｍ以上 １００分の６→１００分の１０ １００分の８

６０ｋｍ以上３００ｋｍ未満 １００分の３→１００分の ５ １００分の４

（４）単身赴任手当の基礎額と加算額の改正

平成２７年度は経過措置あり 平成２７年度の額

基礎額 ２３，０００円→３０，０００円 ２６，０００円

加算額（限度額） ４５，０００円→７０，０００円 ５８，０００円



（５）特別給の支給割合の引上げ

特別給の支給割合を０．１月分（指定職員、再雇用職員にあっては、０．０５月分）引

上げ。

俸 給 表 改正前 改正後

一般職員・技術専門職員・研究職員 ４．１月 ４．２月

任期付研究員 ３．１月 ３．１５月

指定職員 ３．０月 ３．０５月

再雇用職員 ２．１５ 月 ２．２月

（６）俸給の特別調整額の引下げ

俸給表の改正による引下げ。

一般職員 ８級Ⅰ種 １１７，５００円→１１６，８００円

研究職員 ６級Ⅰ種 １３９，７００円→１３９，６００円

（７）管理職員が午後１０時から翌日の午前５時まで勤務した場合、超過勤務手当を支

給

（８）当分の間として実施されている５５歳を超える職員に対する俸給等の１．５％減額

支給措置については、平成３０年３月３１日までとする。

（９）改正時期

平成２８年１月１日（（１）の俸給引き上げとなる若年層部分と（２）から（４）は、平成２

７年４月１日から適用。（５）は平成２７年１２月１日から適用）



理 事 会 資 料

平成２７年１２月１８日

役員給与規程の一部改正について（案）

１．平成２７年４月１日付けの役員給与規程の改正
（１）給与規程の改正について

平成２７年１２月４日定例閣議において、「公務員の給与改定に関する取扱いに

ついて」が閣議決定され、国家公務員の給与について人事院勧告が完全実施さ

れることとなったところである。

当法人においても、独立行政法人通則法及び閣議決定を踏まえ、平成２７年４月

１日に遡及し、役員給与規程の一部改正を行うこととする。

また、役員給与規程第４条第４項に係る平成２７年度の取扱いについて、国家公

務員と同様の取扱いとし、俸給月額を増額をする。

（２）改正の主な概要

①俸給月額の改正

号俸 改正前 改正後

１ ７０５，０００円 ７０６，０００円

２ ７６０，０００円 ７６１，０００円

３ ８１７，０００円 ８１８，０００円

４ ８９４，０００円 ８９５，０００円

②地域手当支給割合の改正

つくば市、川崎市 １００分の１２→１００分の１５

日立市 １００分の ６→１００分の ９

③期末特別手当の支給割合の引き上げ

期末特別手当の年間支給割合を０．０５月分引き上げて３．０５月分とする。

④広域異動手当の支給割合の改正

３００ｋｍ以上 １００分の６→１００分の８

６０ｋｍ以上３００ｋｍ未満 １００分の３→１００分の４

（３）改正時期 平成２７年４月１日

＜役員給与規程抜粋＞

（俸 給）

第４条

１～３ 略

４ 理事長は、役員の業績を考慮して必要があると認めるときは、常勤役員が受けるべき俸給の月

額を増額し、又は減額するものとする。



理 事 会 資 料

平成２７年１２月１８日

職員退職手当規程の一部改正について（案）

１．退職手当支給規程の改正について
国家公務員においては、一般職給与法等の一部改正法に含まれている給与制

度の総合的見直しの影響を踏まえ、「国家公務員退職手当法の一部を改正する法

律（平成26年法律第107号）」が平成27年4月1日から施行され、退職手当の調整額

の改定が行われているところである。

当法人においても、国家公務員に準じた内容で労働組合に規定改正等を提案

し、賃金改定交渉において一部決着したことから、決着した内容を踏まえて、職員

退職手当支給規程の一部改正を行うこととする。

２．改正の主な概要

１ 調整額の改定

（１）退職した職員の退職前の職責（５年分）に応じて加算することとされている「調整

額」を以下のとおり改定する。

第１号区分 ７９，２００円→９５，４００円

第２号区分 ６２，５００円→７８，７５０円

第３号区分 ５４，１５０円→７０，４００円

第４号区分 ５０，０００円→６５，０００円

第５号区分 ４５，８５０円→５９，５５０円

第６号区分 ４１，７００円→５４，１５０円

第７号区分 ３３，３５０円→４３，３５０円

第８号区分 ２５，０００円→３２，５００円

第９号区分 ２０，８５０円→２７，１００円

第１０号区分 １６，７００円→２１，７００円

※これまで第１０号区分は勤続期間２４年以下の退職者には支給しない事として

いたが、他の区分と同様、支給の対象とする。

２ 実施時期等

平成２８年１月１日から実施する。



理 事 会 資 料

平成２７年１２月１８日

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定に向けた

検討体制について

平成27年8月28日に成立した女性活躍推進法では、301人以上の労働者を雇

用する事業主は、平成28年4月1日までに①自社の女性の活躍に関する状況把

握・課題分析、②状況把握・課題分析を踏まえた行動計画の策定・届出・公表、

③女性の活躍に関する情報公表を行う必要がある。

このため、これらの作業を進めるべく、別紙（案）のとおり検討委員会を設置

し、行動計画の策定に向けた検討を行うこととしたい。



（別紙）

（案）

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定に向けた検討体制について

検討委員会

委員長 企画・総務・森林保険担当理事

委員 審議役（本所のみ）

企画部長

総務部長、保険総務部長、森林管理部長

労務調整室長

総務課長、管理課長、保険企画課長、労務課長

男女共同参画室長

※ 事務局は総務課、管理課、保険企画課、労務課とする。

























平成27年12月18日

森林保険センター

森林保険センター統合リスク管理委員会の開催について（報告）

森林保険センターは、平成27年12月１日に外部有識者により構成される「統合リスク

管理委員会」を開催し、森林保険業務の財務状況等について検討を行った。

概要は次のとおり。

・ 森林総合研究所中期目標において、当委員会で検証の上農林水産大臣に報告するこ

ととされている積立金の規模の妥当性について報告（案）を検討し、取りまとめの方

向性を整理。

（検討結果については、当委員会の議論を踏まえた報告（案）を作成、取りまとめの

上、年度内に農林水産大臣に報告する予定）

・ その他、引受条件の今後の取り扱いや加入促進活動等について意見交換を実施。



次期中長期目標、計画策定に係るスケジュール（想定）

森林総合研究所 主務省（林野庁） 総務省（独立行政法人評価制度委員会）

26.9.2 独立行政法人の目標策定に関する指針

6.12 次期期中長期計画策定に向けた検討本部
（第１回会合）

7.28 次期中長期計画策定に向けた検討本部
（第２回会合）

9.8 次期中長期計画策定に向けた検討本部
（第３回会合）

10.16 次期中長期目標案に盛り込むべき内容につ
いて林野庁に提示

11.17「業務・組織全般の見直し」に対する意見
決定（独法制度評価委員会の開催）

12.10 次期中長期計画策定に向けた検討本部
（第４回会合）

12.15 国立研究開発法人審議会第４回林野部会
の開催
中長期目標案の意見聴取

→（部会終了後、総研を水造事業の受け皿
法人とする目標案をＨＰで公表）

１月 12 日 評価軸案、次期中長期計画案、年度計 １月 12 日 中長期目標案(事務案)等の総務省へ
画案の総合調整室への提出期限 の提出期限(官房広報評価課への提出

期限は１月６日)
１月 15 日 次期中長期計画策定に向けた検討本部 →財務省主計局予算係にも提出の上、

（第５回会合） 事前協議を開始
１月下旬 独立行政法人評価制度委員会ユニット

会合



２月３日 第５回独立行政法人評価制度委員会評
２月５日 国立研究開発法人審議会第５回林野部 価部会(中間報告)

２月 12 日 次期中長期計画策定に向けた検討本部 会の開催 (中長期目標の事務案ベースで調査
（第６回会合） (評価軸案及び中長期計画案の意見 審議)

聴取)

２月 19 日までに中長期目標案を独立行政法人評
価制度委員会に諮問

２月 22 日 第５回独立行政法人評価制度委員会
（中長期目標案の意見聴取）

２月 22 日以降 中長期目標案の財務正式協議
（要決裁）

２月下旬 財務省の公文を受け、中長期目標の大
臣決定。総研へ中長期計画策定指示。
→農林水産省は、農林水産大臣が農林
水産省所管独立行政法人の中(長)期目
標を決定したことを公表。(総研を水
造事業の受け皿法人とすることについ
て正式公表)

３月上旬 中長期計画案の主務省許可申請

３月中～下旬 省内決裁
財務省合議（要決裁）

３月下旬まで 中長期計画の主務大臣認可

３月末まで 年度計画を策定し大臣に届出・公表



平成27年12月18日

森林保険センター

台風被害に係る森林保険の対応について

平成２７年台風１５号及び台風１８号により大きな被害が発生したことを受け、林

野庁長官より当研究所理事長あてに、迅速な保険金支払いを依頼内容とする「台風被

害に係る森林保険の対応について」が通知されたところ。当センターではセンター内

及び委託先に対しその旨を周知し、適切な対応を図ることとしている。

１．依頼の内容

森林保険制度が林業経営の安定及び被災地の再造林を図ることを目的としているこ

とに鑑み、関係機関と連携した被災状況の把握や、被害に係る保険金支払請求があっ

た場合の早期査定などによる保険金の迅速な支払いに配慮すること。

２．対応状況

森林保険センター所長名で損害塡補事務委託先に対し、損害調査等の迅速な対応に

努めるよう文書を発出するとともに、センター内での査定事務の迅速化により保険金

の早期支払いを図ることとしている。

（参考）

平成２７年度都道府県別損害発生報告件数 平成２７年１２月１日現在

都道府県 件数 主な災害の種類

熊本県 ６１２ 風害（平成２７年台風１５号）

鹿児島県 ５７１ 風害（平成２７年台風１５号）

千葉県 １０４ 雪害（平成２６年２月）

北海道 ９２ 雪害、風害

栃木県 ６３ 雪害（平成２６年２月）

その他 ２０５

計 １，６４７



理 事 会 資 料

平成27年12月18日

平成27年度 水源林造成事業地における台風被害の概要

○ 平成27年台風15号被害（鹿児島県）

（１）被害発生年月日

平成27年8月25日

（２）被害原因

台風15号による猛烈な風雨により、鹿児島県北部に造林木の倒伏

等の被害が発生

（３）被害状況

被害市町村：薩摩川内市、さつま町外4市

被害面積：32ha（契約地数 22団地、植栽面積 477ha）

（４）復旧計画

① 被害木整理 32ha（平成27年度 19ha、平成28年度 13ha）

② 改 植 調査中

被害木整理32haのうち、被害率の高い区域における改植については

検討中

【鹿児島県薩摩川内市】



〇－〇 
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平成２７年１２月１８日 

 

シンポジウム「スギにおける分子育種の幕開け」の開催結果について 

 

農林水産技術会議委託研究プロジェクト「新世代林業種苗を短期間で作出する技術の開発」（平成

２４年度～２７年度）のこれまでの成果を公表するため、１１月６日（金）に東京大学弥生講堂アネ

ックスにおいて、標記シンポジウムを開催。参加者は７４名（大学、公設林試の研究者、農林水産省

職員等）。大変良い成果も得られているとの評価を得るとともに、ゲノム育種を早く実用化してもら

いたいと等の要望も出された。なお、本シンポジウムについては、注目すべき新技術として林政ニュ

ース５２２号（平成２７年１２月２日発行）に掲載。 

 

［プロジェクトの目的］ 

従来長い時間を要していた成長・材質等に優れた品種の開発期間を、DNA マーカーを用いた分

子育種技術により短縮する技術を開発する。 

［成 果］ 

・成長や材密度などに関連する遺伝子を集めるため、実際に品種改良に用いている精英樹等におい

て、樹木の様々な部位から季節ごとに発現（働いている）遺伝子を約 35,000 収集。 

・優良な系統といわれるものが本当に遺伝的に優良な形質を有しているか（環境の影響によるもの

ではないか）などを見極める統計技術の高度化。 

・これらの２種類の研究を統合して、優れた個体がどのような遺伝子を持っているかを解明。また、

個体の持っている遺伝子から将来の成長等の性能を一定の確度で予測する技術を開発。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シンポジウムの様子 

表現型選抜 分子育種

プロジェクト成果の概念図 

今回開発した分子育種と従来の表現型選抜の

重なっている部分（実線）は３～６割程度であ

るが、今後重なる部分を増やしていき、最終的

に両者の一致度が高まれば、分子育種だけで選

抜が出来るようになる（点線）。 



理 事 会 資 料 

平成 27 年 12 月 18 日 

 

シンポジウム「山火事跡地の緑の再生」の開催結果について 

 

森林整備センターは、11 月 17 日(火)に群馬県前橋市の群馬県公社総合ビルで、シンポ

ジウム『山火事跡地の緑の再生』を開催しました。当日は、群馬県を中心に一般市民や林

業関係者ら約２００名に参加いただきました。 

 

開会にあたって、奥田森林整備センター所長から主催者挨拶があり、続いて森山林野庁

研究指導課森林保護対策室長、青木群馬県環境森林部長から来賓の挨拶をいただきました。 

 

続いて研究者や消防関係者、復旧に取り組む方々から、山火事が森林に及ぼす影響、山

火事跡地の森林再生や山火事防止等について講演が行われました。 

 

森林総合研究所気象環境研究領域の後藤領域長は、「山火事により被災した森林は、放

置すると土砂流出などの二次災害の発生も懸念されることから、被災後の森林整備は、計

画的かつ早急に行うことが重要」と言及されました。また、桐生市消防本部桐生消防署の

赤石副署長からは森林火災の再発防止策、森林保険センター保険業務部保険審査課の伊藤

課長からは被災森林の復旧に役立つ森林保険制度の紹介などがされました。 

当センターからは、関東整備局の相澤前橋水源林整備事務所長が「水源林造成事業によ

る山火事跡地の再生」と題し、桐生山火事跡地再生に向けた水源林造成事業の取組等を報

告しました。 

 

講演後には、会場の参加者からの質問に対して、講演者による回答がなされました。後

藤領域長からは「200ha 以上もの大規模な山火事跡地では、植物の自然回復は困難であり、

水源林造成事業のような整備事業による森林造成が必要。」とのコメントがあるなど、山

火事防止や緑の再生の重要性について参加者の理解が深まりました。 

 

最後に、鈴木理事が閉会の挨拶を行い、盛会のうちに終了しました。 

 

 本シンポジウムについては、翌日（18 日）の毎日新聞と上毛新聞で報道されました。 



〈シンポジウムのプログラム〉 

１．開 会（13:00） 

      主催者挨拶 

      来賓挨拶 

     

  ２．講演１ 「山火事防止と跡地再生」  

後藤義明（森林総合研究所気象環境研究領域） 

     

  ３．講演２ 「桐生山火事と復旧対策」 

               角田 智（群馬県環境森林部森林保全課）  

   

４．講演３ 「桐生山火事の消火活動と再発防止」 

               赤石立男（桐生市消防本部桐生消防署）  

   

５．講演４ 「桐生市有林の歴史と山火事」 

               飯塚敏明（桐生市産業経済部林業振興課）  

   

６．報告５ 「水源林造成事業による山火事跡地の再生」 

               相澤喜浩（森林整備センター関東整備局前橋水源林整備事務所） 

 

７．報告６ 「森林保険制度と森林再生」 

               伊藤香里（森林保険センター保険業務部保険審査課） 

 

  ８．質疑応答 

         

  ９．閉会挨拶、閉 会（17:00） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演の様子 会場の様子 








